
令 和 ３ 年 度

田辺市特定環境保全公共下水道事業会計予算書

田　辺　市





２定議案第36号

　（総則）

第１条　令和３年度田辺市特定環境保全公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）

（２）

（３）

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　入 　支　出

第１款 第１款

第１項

第２項

第３項

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額19,194千円は、当年度損益勘定留保資金等で補塡するものとする。）

　収　入 　支　出

第１款 第１款

第１項

第２項
100 千円

2,500 千円

20,154 千円

建 設 改 良 費

営 業 外 費 用

78,741 千円

科　　　　　目

14,810 千円

100 千円

予　　定　　額

560 千円

負 担 金

補 助 金

400 千円

466 ㎥　

63,921 千円

資 本 的 収 入

予　　定　　額

令 和 ３ 年 度　田 辺 市 特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算

予　　定　　額

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用第１項

110 千円第３項

一日平均処理水量

建 設 改 良 費

予　　定　　量

年 間 処 理 水 量

科　　　　　目

区　　　　　分

67,098 千円

63,690 千円

3,198 千円

170,000 ㎥　

2,500 千円

予 備 費

特 別 損 失

予　　定　　額 科　　　　　目

科　　　　　目

第１項

営 業 外 収 益

第２項

特 別 利 益

960 千円

予 備 費

資 本 的 支 出

第２項

10 千円

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

第４項

企 業 債 償 還 金 17,554 千円

第３項



　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、10,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　営業費用と営業外費用との相互の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職員給与費　　 2,918千円

　（他会計からの補助金）

第８条　下水道事業の財源として充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、37,360千円である。

　（利益剰余金の処分）

第９条　当年度利益剰余金11,407千円は、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額の補塡に処分するものとする。

令和３年２月26日提出

田辺市長　　真　砂　充　敏
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（１）収益的収入及び支出

　収　入 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較 節 予定額 備　　　考

1.下水道事業収益 78,741 80,498 △1,757 

　1.営業収益 14,810 15,103 △293 

1.下水道使用料 14,800 15,100 △300 特定環境保全公共下水道使用料 14,800 特定環境保全公共下水道使用料収入

2.その他営業収益 10 3 7 手数料 10 指定工事店登録手数料収入ほか

　2.営業外収益 63,921 65,385 △1,464 

1.他会計補助金 36,800 38,048 △1,248 他会計補助金 36,800 一般会計からの補助金

2.長期前受金戻入 27,121 27,337 △216 受贈財産評価額長期前受金戻入 16,418 

国庫補助金長期前受金戻入 5,667 

県補助金長期前受金戻入 229 

受益者負担金長期前受金戻入 571 

他会計補助金長期前受金戻入 4,236 

　3.特別利益 10 10 0 

1.その他特別利益 10 10 0 その他特別利益 10 

令和３年度 田辺市特定環境保全公共下水道事業会計予算 実施計画

款・項
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　支　出 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較 節 予定額 備　　　考

67,098 71,223 △4,125 

63,690 66,843 △3,153 

1.管渠費 5,547 5,628 △81 燃料費 25 軽油

通信運搬費 440 警報装置通信料ほか

委託料 2,555 施設維持管理委託料ほか

賃借料 27 土地借料

修繕費 500 機械・施設等修繕費

動力費 2,000 電力料

2.処理場費 20,066 21,047 △981 報償費 160 草刈り作業謝礼

備消品費 100 運転記録紙ほか

光熱水費 200 水道料

通信運搬費 500 警報装置通信料ほか

委託料 13,400 施設維持管理委託料ほか

手数料 10 処理困難物処理手数料ほか

修繕費 1,500 機械・施設等修繕費

動力費 4,000 電力料

薬品費 150 滅菌用薬品ほか

保険料 46 火災保険料

3.総係費 3,405 4,526 △1,121 手当 273 期末手当

賞与引当金繰入額 139 　

報酬 2,089 会計年度任用職員報酬

法定福利費 393 市町村職員共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額 24 　

旅費 110 普通・研修等旅費ほか

備消品費 20 事務用消耗品ほか

通信運搬費 40 郵便料ほか

手数料 206 口座振替等手数料ほか

保険料 6 賠償責任保険料

負担金 55 研修参加負担金

貸倒引当金繰入額 50 　

款・項

1.下水道事業費用

　1.営業費用



目 本年度 前年度 比　較 節 予定額 備　　　考款・項

4.減価償却費 34,672 34,888 △216 有形固定資産減価償却費 34,672 　

(資産減耗費) 0 754 △754 

3,198 3,642 △444 

1.支払利息及び企業債取扱諸費 2,754 3,189 △435 支払利息及び企業債取扱諸費 2,754 企業債支払利息ほか

2.消費税及び地方消費税 444 453 △9 消費税及び地方消費税 444 

110 638 △528 

1.過年度損益修正損 100 0 100 過年度損益修正損 100 過年度下水道料金調定減額

2.その他特別損失 10 638 △628 その他特別損失 10 

100 100 0 

1.予備費 100 100 0 予備費 100 

　4.予備費

　2.営業外費用

　3.特別損失
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（２）資本的収入及び支出

　収　入 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較 節 予定額 備　　　考

1.資本的収入 960 948 12 

　1.負担金 400 400 0 

1.受益者負担金 400 400 0 受益者負担金 400 新規加入負担金

　2.補助金 560 0 560 

1.他会計補助金 560 0 560 他会計補助金 560 一般会計からの補助金

　(出資金) 0 548 △548 

(他会計出資金) 0 548 △548 

　支　出 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較 節 予定額 備　　　考

20,154 18,528 1,626 

2,500 2,700 △200 

1.有形固定資産購入費 2,500 2,700 △200 機械及び装置 2,500 処理場排水ポンプ購入費

17,554 15,728 1,826 

1.企業債償還金 17,554 15,728 1,826 企業債償還金 17,554 企業債元金償還金

100 100 0 

1.予備費 100 100 0 予備費 100 

　3.予備費

款・項

款・項

1.資本的支出

　1.建設改良費

　2.企業債償還金



（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

  　　当年度純利益 11,407

  　　減価償却費 34,672

　　　賞与引当金の増加額 3

　　　法定福利費引当金の増加額 2

　　　貸倒引当金の減少額 △ 2

　　　長期前受金戻入額 △ 27,121

　　　支払利息 2,754

　　　未収金の減少額 23

　　　未払金の増加額 54

　　　小計 21,792

　　　支払利息 △ 2,754

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー　 19,038

 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 2,364

　　　負担金による収入 400

　　　他会計補助金による収入 560

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 1,404

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良等企業債の償還による支出 △ 17,554

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー　 △ 17,554

　　資金増加額（又は減少額） 80

　　資金期首残高 1,188

　　資金期末残高 1,268

令和３年度　田辺市特定環境保全公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
　　　（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）
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１．総　括 （単位：人、千円）

職員数

一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当金

繰入額 計 法定福利費
法定福利費

引当金繰入額 計

(1)

0 2,089 273 139 2,501 393 24 417 2,918 

1 2,253 890 296 3,439 781 58 839 4,278 

(1)

△1 2,089 △2,253 △617 △157 △938 △388 △34 △422 △1,360 

※(　)内は、短時間勤務職員の職員数であり、外書きである。

（単位：千円）

区　　　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 期末手当 勤勉手当

本　年　度 273 

前　年　度 51 529 16 182 112 

比　　　較  △51  △529 △16 91 △112 

比　　　較

前　年　度

本　年　度

手
当
の
内
訳

給　与　費　明　細　書

区　　　　　分

法定福利費

合　計

給　　　　　与　　　　　費



ア．会計年度任用職員以外の職員 （単位：人、千円）

職員数

一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当金

繰入額 計 法定福利費
法定福利費

引当金繰入額 計

   

1 2,253 890 296 3,439 781 58 839 4,278 

△1  △2,253 △890 △296 △3,439 △781 △58 △839 △4,278 

（単位：千円）

区　　　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 期末手当 勤勉手当

本　年　度

前　年　度 51 529 16 182 112 

比　　　較  △51  △529 △16 △182 △112 

イ．会計年度任用職員 （単位：人、千円）

職員数

一般職 報　酬 手　当
賞与引当金

繰入額 計 法定福利費
法定福利費

引当金繰入額 計

(1)

0 2,089 273 139 2,501 393 24 417 2,918 

   

(1)

0 2,089 273 139 2,501 393 24 417 2,918 
※(　)内は、短時間勤務職員の職員数であり、外書きである。

（単位：千円）

区　　　分 期末手当

本　年　度 273 

前　年　度

比　　　較 273 

手
当
の
内
訳

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区　　　　　分

本　年　度

合　計区　　　　　分

前　年　度

比　　　較

手
当
の
内
訳

法定福利費給　　　与　　　費

給　　　　　与　　　　　費 法定福利費

合　計
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２．給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額(千円)

給　　料 △2,253 採用・退職 △2,253 採用・退職の状況等

に伴う増減分 ・令和２年度中退職者数（見込み） １人

手　　当 △617 その他の増減分 △617 

　

　 　

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （２）初任給

事 務 職 区　　分 全職種（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円） 高 校 卒 150,600 150,600 一般職（高卒）

平　均　年　齢 大 学 卒 182,200 182,200 一般職（大卒）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢

62歳９月

令和２年１月１日現在

187,700 

国の制度（円）

令和３年１月１日現在 191,900 

区　　　　　　　　　　分 技 術 職

増 減 額 事 由 別 内 訳 (千円) 説　　　明 備　　　　　　　　　　　考



（３）級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

区 分

職員数 ７級

（人） ６級

７級 ５級

６級 ４級

５級

４級 ３級

３級

２級 ２級

１級 1 

計 1 １級

７級  

６級 （４）昇給

５級

４級 事務職 技術職

３級 　職 員 数　　　　　　（A） （人）  

２級 　昇給に係る職員数　  （B） （人）

１級   号給数別内訳 ４号給 （人）  

計  　比率 （B）/（A）　　　　　　　（％）

　職 員 数　　　　　　（A） （人） 1 1 

　昇給に係る職員数　  （B） （人）  0 

  号給数別内訳 ４号給 （人）  0 

　比率 （B）/（A）　　　　　　　（％） 0.0 0.0 

合　計

 ２　困難な業務を行う主査、技能員又は主任技能員の職務

前
 
年
 
度

本
 
年
 
度0.0 

区　　　　　　　　　分

 １　主事又は技師の職務

 ２　一定の知識経験を有する技能員の職務

 ２　高度な知識経験を有する技能員の職務

100.0 

 令和２年

 １月１日現在

企　業　職

100.0  事務員、技術員又は技能員の職務

 令和３年

 １月１日現在

 １　主査又は主任技能員の職務

 困難な業務を行う係長又は企画員の職務

 １　係長又は企画員の職務

区　　分 級

企　　業　　職 企　　業　　職

構成比  部長の職務

（％）  課長又は参事の職務
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（５）期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分) 12月(月分) （月分）

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.350)

2.250 2.250 4.50

(1.175) (1.175) (2.350)

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.350)

※（　）内は再任用職員に係るもの

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）その他の手当

 交通用具使用者   交通用具使用者  

 通勤距離及び交通用具の種別に応じて支給  通勤距離に応じて支給
 自動車 2,100円～55,000円   　　　　　 2,000円～31,600円
 自動車以外の交通用具

1,500円～25,400円

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 異 な る

扶　養　手　当 同　　じ

国の制度  応募認定退職特例措置(2％～45％加算)

差　異　の　内　容

田辺市 国の制度
区　　　　分 国の制度との異同

支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の級等による
加算措置

（無）

区　　　　分 その他の加算措置等

（無）

備　　考

本　　年　　度 有

前　　年　　度 有

区　　　　分

支 給 率 等  応募認定退職特例措置(2％～45％加算)

（無）

国の制度 有



（単位：千円）

１．

（１）

ア. 21,715 21,715

イ. 200,835

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,668 187,167

ウ. 683,890

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,964 640,926

エ. 79,476

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,928 66,548

916,356

916,356

２．

（１） 1,268

（２）

ア. 719

イ. 229

△ 50 898

2,166

918,522

土 地

令和３年度 　田辺市特定環境保全公共下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

資            産            の            部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

本 年 度 営 業 未 収 金

過 年 度 営 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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（単位：千円）

３．

（１）

    ア. 121,697 121,697

121,697

４．

（１）

ア.  19,185 19,185

（２）

ア. 650  

イ. 442 1,092

（３）

ア. 139 　

イ. 24 163

（４）

ア. 7 7

20,447

５．

（１）

ア. 403,472

△ 32,836 370,636

イ. 165,102

△ 11,334 153,768

ウ. 7,894

△ 458 7,436

エ. 19,032

△ 1,142 17,890

オ. 121,313

△ 8,688 112,625 662,355

662,355

804,499

営 業 外 未 払 金

負            債            の            部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

未 払 金

営 業 未 払 金

　  収 益 化 累 計 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
受贈財産評価額長期前受金

　  収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金

県 補 助 金 長 期 前 受 金

　  収 益 化 累 計 額
受益者負担金長期前受金

　  収 益 化 累 計 額
他会計補助金長期前受金

　  収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



（単位：千円）

６． 79,148

７．

（１）

ア. 10,858

イ. 3,279 14,137

（２）

ア. 20,738 20,738

34,875

114,023

918,522

資 本 剰 余 金

資            本            の            部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
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（単位：千円）

１．

（１） 下 水 道 使 用 料 11,818

（２） そ の 他 営 業 収 益 25 11,843

２．

（１） 管 渠 費 4,282

（２） 処 理 場 費 16,734

（３） 総 係 費 3,573

（４） 減 価 償 却 費 34,888

（５） 資 産 減 耗 費 754 60,231

48,388

３．

（１） 他 会 計 補 助 金 35,694

（２） 長 期 前 受 金 戻 入 27,337 63,031

４．

（１） 支 払 利 息 3,189

（２） 雑 支 出 1,548 4,737 58,294

9,906

５．

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 6

（２） そ の 他 特 別 損 失 569 575 △575

9,331

9,331

営 業 外 収 益

令 和 ２ 年 度 　田辺市特定環境保全公共下水道事業予定損益計算書
　　　（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益



（単位：千円）

１．

（１）

ア. 21,715 21,715

イ. 200,835

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,834 194,001

ウ. 683,890

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,590 662,300

エ. 77,112

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,464 70,648

948,664

948,664

２．

（１） 1,188

（２）

ア. 719

イ. 252

△ 52 919

2,107

950,771

土 地

令和２年度 　田辺市特定環境保全公共下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月31日現在）

資            産            の            部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

本 年 度 営 業 未 収 金

過 年 度 営 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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（単位：千円）

３．

（１）

    ア. 140,882 140,882

140,882

４．

（１）

ア.  17,554 17,554

（２）

ア. 650  

イ. 388 1,038

（３）

ア. 136 　

イ. 22 158

（４）

ア. 7 7

18,757

５．

（１）

ア. 403,472

△ 16,418 387,054

イ. 165,102

△ 5,667 159,435

ウ. 7,894

△ 229 7,665

エ. 18,632

△ 571 18,061

オ. 121,313

△ 4,452 116,861 689,076

689,076

848,715

営 業 外 未 払 金

負            債            の            部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

未 払 金

営 業 未 払 金

　  収 益 化 累 計 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
受贈財産評価額長期前受金

　  収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金

県 補 助 金 長 期 前 受 金

　  収 益 化 累 計 額
受益者負担金長期前受金

　  収 益 化 累 計 額
他会計補助金長期前受金

　  収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



（単位：千円）

６． 79,148

７．

（１）

ア. 10,858

イ. 2,719 13,577

（２）

ア. 9,331 9,331

22,908

102,056

950,771

資 本 剰 余 金

資            本            の            部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
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　注　　記　　表

　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　　    有形固定資産

　　  　　・減価償却の方法　　定額法による。

  　　　　・主な耐用年数

  　　　　　　建物　　　　　　　50年

　  　　　　　構築物　　　　　　30年、50年

　　  　　　　機械及び装置　　　10年、15年

　　２　引当金の計上方法

　　　(1) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から

　　　　３月までの４か月分）を計上している。

　　　(2) 法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属

　　　　する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損額の過去３か年の実績等により、回収不能見込額を計上している。

　　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が

　　　　負担すると見込まれる額は3,836千円である。



　　２　引当金の取崩し

　　　(1) 賞与引当金の取崩し

　　　　　令和３年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給のため、賞与引当金 136千円を取り崩している。

　　　(2) 法定福利費引当金の取崩し

　　　　　令和３年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出のため、法定福利費引当金 22千円を取り崩している。

　　　(3) 貸倒引当金の取崩し

　　　　　令和３年度において、債権の不納欠損のため、貸倒引当金 52千円を取り崩している。
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